




資料２ 令和８年第３回定例会一般質問資料 無所属（市民クラブ）工藤 篤 

 

【出典：地方自治法から抜粋】 

 

（財産の管理及び処分） 

第 237 条 第 238 条の 4第 1項の規定の適用がある場合を除き、この法律にお

いて「財産」とは、公有財産、物品及び債権並びに基金をいう。 

２ 第 238 条の 4第 1項の規定の適用がある場合を除き、普通地方公共団体

の財産は、条例又は議会の議決による場合でなければ、これを交換し、出

資の目的とし、若しくは支払手段として使用し、又は適正な対価なくして

これを譲渡し、若しくは貸し付けてはならない。 

３ 普通地方公共団体の財産は、第 238 条の 5第 2項の規定の適用がある場

合で議会の議決によるとき又は同条第 3項の規定の適用がある場合でなけ

れば、これを信託してはならない。 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

【出典：Ｃｏｐｉｌｏｔ Ｓｅａｒｃｈ（コパイロット サーチ）から引用】 

 

判例の解釈 

最高裁判例（平成 30 年 11 月 6 日）では、議会の議決があった場合、首長は

原則として免責されると解されています。 

ただし、議決が形式的で、譲渡の必要性や妥当性について十分な審議が行わ

れていない場合は、議決の効力が問題となることがあります。 

具体例として、土地譲渡において不動産鑑定士の評価額と譲渡価格に大きな

乖離がある場合でも、議会での審議が適切に行われ、譲渡先が選定された場合

には、議決が有効と認められています。 

 

実務上のポイント 

・ 財産処分には議会の承認が必須であり、条例や議決の手続きを経ずに行

うと違法となる可能性があります。 

・ 議会の審議内容や手続きの実態が、譲渡や貸付の適正性を判断する重要

な要素となります。 

・ 財産の信託や出資なども同様に、議会の関与が求められます。 

この条文は、地方公共団体の財産管理の透明性と適正性を確保し、住民の利

益を保護するための重要な規定です。 
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資料３ 令和８年第３回定例会一般質問資料 無所属（市民クラブ）工藤 篤 

 

【出典：公文書令和２年１０月７日決裁－もと道南青年の家（旧ロシア領事

館）活用事業プロポーザル第２回審査委員会議事録の配付についてから抜粋】 

 

１ 開催日時 令和 2 年（2020 年）9月 18 日（金）15：00～17：15 

≪６頁～10 頁≫ 

〖なお、以下の□□□□□□□の表示は非開示とした審査委員を表す。〗 

・歴史的価値保全の担保方法について（資料３） 

（鹿磯課長） 

 （資料に基づき説明） 

□□□□□□□ 

 再売買予約の方が、買戻特約よりも長期間の歴史的価値保全を担保できるの

であれば、再売買予約の制度を活用した方がよいと考える。 

― 中 略 ― 

（鹿磯課長） 

 買戻特約または再売買予約の期間中は、市が毎年モニタリングのようなこと

を行い、定期的に施設の使用状況や事業者の状況を確認する予定である。 

 また、期間中に事業者が用途変更などを希望する場合は、市と協議の上で承

認を必要とする契約に内容としたいと考えている。 

□□□□□□□ 

再売買予約を用いる場合、途中で買戻特約から切り替えるのではなく、最初

から再売買予約の制度を適用するという理解でいいか。 

（鹿磯課長） 

 そのとおり。所有権移転登記時に、再売買予約の仮登記を行うことになる。 

□□□□□□□ 

 再売買予約の予約完結権が実際に行使された事例はあるのか。 

 買い戻されたことにより、事業者に有利に働くことはないのか。 

（鹿磯課長） 

 実際に行使された事例は確認できていない。 

 買い戻す際には、市の予算確保が必要となる。 

 多額の改修費をかけた物件を売買金額で買い戻されるので、事業者に有利に

はならないと考えられる。 

 なお、買い手に不利な条件を付することになるため、最低売買代金となる不

動産鑑定評価額が下がることが見込まれる。 

― 中 略 ― 
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□□□□□□□ 

 再売買予約の事例は少数派なのか。 

買戻特約と再売買予約とで、期間以外の違いはないのか。 

（鹿磯課長） 

 再売買予約を用いている自治体は少なく、全国的に買戻特約の事例の方が多

く見られる。函館市でも、通常は買戻特約を付して不動産売買を行っている。 

 再売買予約を利用している、ある自治体に聞いたところ、顧問弁護士から問

題ないとの見解を聞いて採用したようだ。 

 買戻特約は登記、再売買予約は仮登記という違いもある。 

（奥平委員長） 

 審査委員会としては、再売買の予約に切り替えることを提案したいがよろし

いか。 

（異議なし） 

― 以下、略 ― 
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資料４ 令和８年第３回定例会一般質問資料 無所属（市民クラブ）工藤 篤 

 

【出典：Ｃｏｐｉｌｏｔ Ｓｅａｒｃｈ（コパイロット サーチ）から引用】 

 

― 借 地 権 割 合 に つ い て ― 

 

借地権割合は、土地における借地権の価値が土地全体に占める割合を示す指標

で、相続税や贈与税の計算に用いられます。 

 

基本的な意味 

借地権割合とは、土地を借りて建物を建てる場合に、土地の権利が「地主の底

地」と「借地人の借地権」に分かれる中で、借地権が土地価値に占める割合を

パーセントで示したものです。相続や贈与の際には、借地権の評価額を算出す

るためにこの割合を用います。例えば、土地の評価額が 1,000 万円で借地権割

合が 60％であれば、借地権の評価額は 600 万円となります。 

 

地域差と設定範囲 

借地権割合は国税庁により地域ごとに定められており、土地の利用価値や街路

の状況によって異なります。都市部の商業地では 80％～90％と高く設定される

ことが多く、郊外の住宅地では 50％～70％程度が一般的です。地方の山林や農

地など、宅地として利用されない地域では借地権の取引慣行がないため、評価

されない場合もあります。 

 

借地権割合の調べ方 

借地権割合は、国税庁の路線価図や評価倍率表で確認できます。手順は以下の

通りです： 

1. 国税庁ホームページの「財産評価基準書 路線価図・評価倍率表」にア

クセスする。 

2. 調べたい土地の都道府県、市区町村、地名を選択する。 

3. 該当する路線価図に表示されている借地権割合の記号（A～Gなど）を確

認する。 

路線価図には、1㎡あたりの自用地価額と借地権割合が示されており、必要に

応じて奥行・間口・角地などの補正を加えて評価額を算出します。 

 

借地権評価の計算例 

例えば、路線価が 30 万円/㎡、土地面積が 100 ㎡、借地権割合が 60％の場合： 
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• 自用地価額：30 万円 × 100 ㎡ = 3,000 万円 

• 借地権評価額：3,000 万円 × 60％ = 1,800 万円 

• 底地権（地主側）：3,000 万円 − 1,800 万円 = 1,200 万円 

このように、借地権割合を用いることで、借地権者と地主の権利価値を明確に

按分できます。 

 

まとめ 

借地権割合は、相続税・贈与税の計算や権利金・地代の算定に不可欠な指標で

す。土地の利用価値や地域差を反映して設定されており、路線価図や評価倍率

表を用いて正確に確認・計算することが重要です。 

 



 

資料５ 令和８年第３回定例会一般質問資料 無所属（市民クラブ）工藤 篤 

 

〖出典：公文書一部公開決定通知書（令和 6年 7月 5日付）から抜粋〗 

 

― 不動産価格変動意見書（令和 2年 10 月 8 日付）― 

 

◎ 表紙の次頁 

 【留意事項】 

① 本件意見書は、先に弊社が提出した不動産鑑定評価書（森鑑第 1786 号 

以下「本書」という）について見直しを行い、本件価格時点における意見

価格を求める。 

② 本件意見書の結果は、その基本的事項及び手順が不動産鑑定評価基準の 

定めを簡略化したものであるため、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価 

を行った場合には、結果が異なる可能性があります。 

 

◎ ５頁４行目～１１行目 

対象不動産売却の条件として、引き渡しの日より 20 年間の再売買の予約に

関する仮登記が設定され、その間買主は利活用に関して、使用上の制約を受け

る。 

制約の内容を検討するに、借地権の制約と類似しているが、本件は建物の増

改築及び所有権移転等に自由度が高い。このため、この地域における一般的な

借地権割合における 40％を参考として、求められた積算価格に 30 の市場性補

正を行った。 

33,970,000 円×（1-0.30）≒23,800,000 円 

以上によって求められた価格について、土地建物一体としての対象不動産、

及び採用した資料の信頼性、手順の各段階並びに一般経済情勢を再検討しても

妥当であると判定した。 

 

◎ ６頁末尾 

 ・成果報告書への記載事項 

  鑑定評価基準と相違している事項の外、市場分析に係わる事項については

成果報告書に記載しない。 
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資料９ 令和８年第３回定例会一般質問資料 無所属（市民クラブ）工藤 篤 

 

【出典：特定日に提出された特定会社による特定不動産の鑑定評価書の一部開示決定に関する件（第三者不服申立て）の答申書（平成２２年度（行

横）答申第５５９号）から抜粋（令和４年第２回定例会工藤篤議員一般質問「資料１」より抜粋）及び『令和５年公文書一部非公開処分

取消請求事件（訴状提出令和５年３月１０日）に係る令和６年６月１２日判決言渡』から引用】 

 

令和４年第２回定例会一般質問時に提出した資料 令和５年公文書一部非公開処分取消請求事件判決言渡 

 

鑑定評価額を導くまでの評価方法を含めたプロセスについては，鑑定評

価基準等に沿って行われるものであり，必ずしも独自のノウハウにより補

正等を行うものではないこと 

 

当該部分は鑑定評価基準に沿って行われたものと認められ，不動産鑑定

士が独自のノウハウにより当該特定不動産の形態別の市況分析，市場の特

性及び将来の見通しを導き出したという特殊性も認められない。 

 

 対象不動産についての一般的な情報に基づく価格形成要因の分析には，

不動産鑑定士の独自のノウハウにより分析を行ったという特殊性も認めら

れない。 

 

 対象不動産について各資料と照合を行うに当たり、一般的に採用する資

料に選択の余地は限られており、不動産鑑定士の独自のノウハウにより対

象不動産の確認を行ったという特殊性も認められない。 

 

 

 

非公開情報の規定により保護される利益は、森元の公表権及び競争上

若しくは事業運営上の地位であるが、公表権に関しては、対象不動産自体

やその上の権利の価格等を客観的に評価するという機能が重視される実

用性の高いものであり、とりわけ不動産鑑定書については記載すべき事

項が鑑定評価基準に定められていること等からすると、本件公文書に著

作者である森元の思想等が強く創作的に表現されているものとはいい難

いから、著作者の人格権として捉えられる本件公文書の公表権を保護す

る必要性が高いとは認められない。 

 

そして、競争上若しくは事業運営上の地位に関しては、森元は、（略）

高齢で既に不動産鑑定士の登録を抹消して廃業してから約３年が経過し

ていること、再度不動産鑑定士として稼働する具体的事情をうかがわせ

る証拠はないこと、森元自身、このような懸念から本件公文書の非公開を

希望したものではない（「高度な個人情報を含む」ことを理由としている

こと等からすると、（略）本件公文書の公開により競争上又は事業運営上

の地位を害される可能性が具体的に認められるとはいえない。 
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

不動産鑑定評価書の評価対象不動産が，特定公社から承継した国民共有

の財産という性格を持つものであり，当該不動産評価を実施し鑑定結果の

概要を公表するに至った一連の経緯等を踏まえると，公益上の要請が強い

ものと認められることから，法の理念・目的等に照らし，異議申立人の主

張のとおりに本件対象文書全体を不開示とすることは不適当と考えざるを

得ない。 

 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

当該部分の創作性に関する独自性において，絵画や小説などの著作物と

本件対象文書の開示部分とでは差が認められ、同部分は絵画や小説などに

比べて著作者の人格との結合性の程度が弱いものと認められる。 

以上のことを踏まえれば，著作者人格権である公表権を保護する必要性

はさほど強いとは言えない。 

 

本件対象文書の開示部分の記載内容に限り検討すると、当該部分が公に

されたとしても、特定会社１の権利・競争上の地位その他正当な利益を害

本件公文書に森元の専門的知識、取引経験、ノウハウや地域性等の個性

が表れていても、本件公文書の公表権を保護する必要性が高いとは認め

られない。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

他方で、非公開情報の規定により保護される利益は、森元の公表権及び

競争上若しくは事業運営上の地位であるが、公表権に関しては、対象不動

産自体やその上の権利の価格等を客観的に評価するという機能が重視さ

れる実用性の高いものであり、とりわけ不動産鑑定書について記載すべ

き事項が鑑定評価基準に定められていること等からすると、本件公文書

に著作者である森元の思想等が強く創作的に表現されているものとはい

い難いから、著作者の人格権として捉えられる本件公文書の公表権を必

要性が高いとは認められない。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

  

著作権法には公表権に適用除外規定（引用者注：情報公開条例第７条第

１号「法令または他の条例の規定により、明らかに公開することができな

いとされている情報」）が定められているところ、前記の諸規定を本件に

形式的に適用すると、本条例９条（公益上の理由による裁量的公開）が「第

７条第１号に該当する情報を除く」としていることから、裁量的公開の対

象外になる公文書か否かを判断する必要が生ずる。 

 

 本条例と著作権法との関係を整合性に捉え、公表権に前記適用除外規
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するおそれがあるとは認められない。 

 

 著作権法上，公表権は対象が未公表の著作物でありさえすれば生じるこ

とから，著作者から行政庁に提出された文書は，別段の意思表示があれば

不開示となるのが通常となり，広く行政機関の保有する情報を対象とする

情報公開制度の趣旨は損なわれることとなる。 

 

 そこで，法に基づく一定の場合の開示については，著作者の意思のいか

んを問わず，公表権の規定を適用しないこととされており（著作権法１８

条４項），具体的には，①法５条１号ただし書ロ及び２号ただし書の場合，

②同条１号ただし書ハの場合及び③法７条の開示の場合には公表権の規定

は適用されない。 

したがって，本件対象文書の著作権法上の公表権によって確保されるべ

き利益は，情報公開制度の趣旨・目的に照らし，事柄の実質に沿って判断

する必要がある。 

 

 不動産価格の鑑定は，資格を有する不動産鑑定士が，その専門知識及び

経験に基づき，必要な情報を収集，分析して行うものであるが，対象不動

産自体やその上の権利の価格等を客観的に評価するという機能が重視され

る実用性の高いもので，少なくとも鑑定委託者等一定範囲の者には伝達さ

れることは当然の前提とされており，鑑定評価書に記載する事項は鑑定評

価基準で定められている。 

 

このような不動産鑑定や鑑定評価書の性格を踏まえるととともに本件対

象文書の開示部分の内容が前記５（１）（引用者注：本件対象文書を公にす

定がある以上は、「法令または他の条例の規定により・・・公開すること

ができない」ことが「明らか」ではない（本条例７条１号）、あるいは、

本条例９条の「公益上特に必要」があるか否かを判断せずに公表権違反を

理由に同条括弧書を適用することは許されないと解するのは相当であ

る。 

 

 したがって、本件公文書を公開することが公表権を侵害するために本

条例７条１号の非公開事由に該当するというためには、少なくとも「公益

上特に必要があると認めるとき」（本条例９条）に該当しないと認められ

る必要があると解すべきであるところ、「公益上特に必要がある」場合に

該当するから、被告（市）の主張は採用できない。 

 

 また、著作権法１８条４項（公表権）は、著作者個人の権利利益を上回

る公益上の必要性等がある場合は、たとえ著作者が公表に同意していな

くても、そのような著作者の意思にかかわらず公表権の規定を適用しな

い旨を規定したものと解される。 

 

 これを本件についてみるに、本件公文書は、市が本件不動産の売却価格

を決定する際に考慮された文書であり、市による本件不動産の売却が適

正に行われた否かの検証に資するものといえる。 

 

 本件不動産については、平成２７年度と平成３１年度とで固定資産税

の仮評価額がほぼ変動していない一方、本件公文書による同各時点の不

動産鑑定評価額は著しく下落し、同不動産鑑定評価額に近似した価格で

の売却が行われており、当時の被告市長からも「価格はいくらぐらいにな
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ることにより特定会社 1 の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあり（略）不開示情報に該当する。）のとおりであることを考慮す

ると，当該部分の創作性に関する独自性において，絵画や小説などの著作

物と本件対象文書の開示部分とでは差が認められ，同部分は絵画や小説な

どに比べて著作者の人格との結合性の程度が弱いものと認められる。 

以上のことを踏まえれば，著作者人格権である公表権を保護する必要性

はさほど強いとは言えない。 

 

本件対象文書の開示部分については法７条に定める公益上の理由による

裁量的開示を行うべき場合であるとの主張は妥当であり，著作権法１８条

４項１号の規定に基づき，同条１項を適用しないこととすべきである。 

 

 (最後に、本件決定の妥当性について) 

 本件については、法７条により開示することができる場合に該当すると

認められるので、結論において妥当であると判断した。 

 

るか？ 協力してくれるなら無償でもいいくらいだが。」との発言があっ

たこと等から、市民の一部から売却価格および売却価格決定の過程の適

正性に疑義を呈される事態になっていることを踏まえると、本件公文書

の公開によって達成される公益は重要であるというべきである。 

 

 以上より、本件公文書の公開によって、市民の知る権利や地方公共団体

による市有財産売却の適正性の検証等といった重要な公益が達成される

のに対し、本件公文書によって保護されるのは、保護の必要性が強いとは

認められない公表権及び森元の競争上若しくは事業運営上の地位は抽象

的な利益であるから、公開によって達成される公益は著作者個人の権利

利益を明らかに上回っているといえる。 

 

 そうすると、本条例９条（（公益上の理由による裁量的公開）が、実施

機関の高度な行政的判断により公開することを定めたもので、公開に関

して市に広範な裁量があることを踏まえてもなお、本件公文書の公開に

ついて「公益上特に必要がある」場合に該当すると認められる。 

 

 


	資料１　市有地の再売買の予約に係る売買契約について
	資料２　地方自治法抜粋　第２３７条第２項　
	資料３　もと道南青年の家（旧ロシア領事館）活用事業プロポーザル第２回審査委員会議事録抜粋
	資料４　借地権割合
	資料５　不動産価格変動意見書から抜粋
	資料６　売買契約時の議事録・ソヴリン作成
	資料７　旧ロシア函館領事館市有地売払不当廉売事件
	資料８　歴史的価値保全の担保方法と課題について
	資料９　鑑定評価書の答申書及び判決書との対比

